
７.チーム学校について 

 

不登校、いじめ、虐待、子どもの貧困、ヤングケア

ラー等子どもを取り巻く諸問題への解決には、子ど

もの変化にいち早く気付き、早期の支援、対応する

ことが大切です。 

福岡県教育委員会が令和4年3月に作成した「学

校の教育相談体制の充実を図る専門スタッフの効果

的な連携・協働 Q＆A」には、「教育相談体制を作るためには、既存の会議を活用

するなどし、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを含めた『スクリ

ーニング（選別）のための会議』及び『個別事案に対応するためのケース会議』を

実施する必要がある。スクリーニング会議を定期的に実施することで、重大な事

案に至る前に早期発見及び支援が可能となる。ケース会議は、関係者が把握して

いる情報の共有や，何を目標に，誰を中心に、誰が何をするのかを明確にした支

援策を決定し、関係者が組織として実行することが重要である」とあります。 

北九州市立のある小学校校長と意見交換したところ、スクールカウンセラーや

スクールソーシャルワーカーの存在は大変大きく、特に地域資源を含めた学校外

と連携が必要なケースは多々発生し、そのような場面ではスクールソーシャルワ

ーカーはなくてはならない存在であること。それ故、スクールソーシャルワーカー

が複数の学校での重大な事案を多く抱えることになり、人員が圧倒的に不足して

いることやスクールソーシャルワーカー自身の心のケアの必要性を訴えられてい

ました。また、児童全員にスクリーニングを定期的に行いたいが、小学５年時に個

別面接を行うことが精一杯とのこと。なお、家庭訪問については、家庭環境を知

ることや学校と保護者の関係を良好なものとするためにも、毎年実施しておられ

 



ます。 

このように、現状はすべての児童生徒を対象に多面的、客観的な目で、支援が

必要な子どもを拾い上げるのではなく、担任教員の目にとまった気になる子ど

もをスクールソーシャルワーカーや児童相談所等につなげているのが実情では

ないでしょうか。すると、各教員の属人的な能力や経験値に頼ることになります。

また、組織的な対応の仕組みが構築されていない場合、教員が全てを抱え込み、

教員の負担感は大きくなります。教員は子どものことを思う故に、道筋が見えな

いまま悶々と悩み、最悪大きな事件につながっていくことにもなりかねません。 

いじめや虐待、貧困などが発見されにくい中で、コロナ禍となりますます見え

にくくなってしまいました。小中学校の R４年度不登校児童生徒数は２９９千人で

過去最多。その内、約 4 割が相談・指導を受けていません。また、９０日以上の不

登校であるにもかかわらず、学校内外の専門機関等で相談・指導を受けていない

小中学生が４．６万人に上ります。自殺者数は５１４人で同じく過去最多。ヤングケ

アラーでは相談していない割合は７割。つまり、子どもの苦しみは声になりにくく、

見えにくい。家族も気付くのが難しい場合や家族も厳しい状況に陥っているケー

スもあります。まず、この現実を認識しなければならず、スクリーニングの必要性

がここにあります。 

この現実を踏まえ、困難を抱える子どもをいち早く発見し、組織的対応により

具体的な支援へと結びつけ、かつ、教員に新たな負担を掛けないスクリーニング

システムを構築した、大阪府立大学山野則子研究室が開発したシステム概要を示

しながら、質問します。 

具体的には、スクリーニング会議にスクールソーシャルワーカーも参画し、学期

に１回程度、教師が議論する形で教師の主体的な活動に位置づけることで持続可

能なものとします。経験や勘、個人の思いや判断だけに頼るのではなく、見過ご



し易い気付きのポイントが網羅されたスクリーニングシートに基づいて、教員が他

職種と議論・検討して行くことで、方向性が組織として決定され、結果として文科

省の求める「チーム学校」を具現化することになります。データもクラウド上で蓄

積されAIも活用される仕組みです。このことにより教員の役割が明確となり、ス

クールソーシャルワーカーも適切に活用されます。その後、必要に応じケース会議

の実施となります。 

一方、日頃から情報共有する環境となっており、スクリーニングは不要と考え

る学校もありますが、多くは共有のみで終わってしまい、他の専門職、専門機関

と連携し、児童生徒の状況改善に取り組むといった一歩踏み込んだ組織的対応

に至っていない、と山野教授は指摘しています。 

山野研究室によれば、導入した半数以上の学校は、遅刻の改善・好転、諸費用

滞納の改善・好転、いじめなどの友人関係改善・好転という効果があり、ある学校

では不登校が３分の１になるなどの成果が確認されているようです。 

同じく、導入した学校に対して行ったスクリーニング活用前後の文科省委託事

業２０２１の調査においては、自分が受け持つ担任以外の児童生徒について、意

見を言う程度が倍増、複雑な家庭構成の中で暮らしている児童生徒を気に掛け

る程度が、４２．８％から５９．２％へ向上、児童生徒への対応について具体的に決

定する度合いでは、全体では１３，５％から３６．９％、特に校長では６．３％から５

２．９％となっています。新たにスクリーニングを導入したことによる負担感につ

いては、ほとんど変化はありませんでした。これは、既存の体制を大きく変えるこ

とがないことに加え、導入したことにより、教員一人で抱え込むことから、チーム

として解決していく方向へ変化していった効果と考えられます。 

データに基づく結果から、状況が好転している児童生徒に対して教員の取組み

の成果が可視化され、自信につながることなどの効果も確認できたようです。 



結論として、導入した学校では当初は事務的負担が増えることを予想していま

したが、新たな負担感はほとんどなく、教員一人で抱え込むことがなくなり、チー

ム学校として問題を解決していく度合いが回を重ねる毎に深まる事により、教員

の精神的な負担感、ストレスは大幅に解消していきました。つまり、子ども、教員、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー すべてにプラスの効果が確

認できる画期的なシステムと考えます。 

課題は、スクールソーシャルワーカーの質的、量的な人員不足と指摘されてい

ます。 

教育長へ質問します。 

県内公立小中学校と県立高校のスクリーニングの実施状況を伺うと共に、こど

もの変化の早期発見、早期対応には、既存の会議を活用し、全児童生徒を対象と

したスクリーニングする仕組みがどうしても必要です。山野研究室は全国に出向

いて、研修を行っています。関西方面を中心に取組む学校も増え、九州において

も研修が始まっています。まずは、このシステムをしっかり理解して頂き、このシ

ステムの研修を全県対象で行い、意欲のある学校には是非取組むことを提案し

ます。教育長のお考えをお聞かせ下さい。 

県内公立小中学校における家庭訪問の実施状況とそのことに対する教育長の

見解を求めます。 

地域資源や専門機関と児童生徒を適切につなげて行くためには、チーム学校

として、全児童生徒に対し継続的かつ多面的な関わりが必要です。加えて子ども

が学校を卒業した後も外部機関等の支援を継続させる為にも、スクールソーシャ

ルワーカーはなくてはならない存在です。スクールソーシャルワーカーを活用す

る校内体制となっているのか、本県の現状を尋ねます。同時に、今後のスクール

ソーシャルワーカー活用について取組を伺います。 



ラインでの児童生徒の悩み相談窓口の利用実績並びに評価と今後の取組み方

針について伺います。 

保護者も悩んでいます。文科省の COCOLOプランに示されたように、学校と

地域、関係機関の連携・協働や平素からの保護者間の関係作りを促すため、保護

者の不安を和らげられるよう、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ーが関係機関等と連携して保護者を支援する仕組みを構築すべきと考えるが、

見解を伺います。 

 

【吉田教育長の答弁】 

①スクリーニングの実施状況と研修の実施について 

県内すべての公立小中学校及び県立高校では、児童生徒の欠席状況や毎月実施している学

校生活に関するアンケート結果などを用いて、ケース会議対象者の選定を行っています。 

しかしながら、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの専門スタッフのほ

か、教職員以外の関係者を含めたスクリーニングについては、十分とは言えないと認識して

います。 

山野研究室が開発したスクリーニングシステムでは、用いるデータの種類が多岐にわたる

ことや、福祉部局のみが所有するデータも含めてスクリーニングされていることやスクリー

ニングのための会議に専門スタッフや関係機関の行政担当者の参加を想定していることな

どの特徴があります。 

県教育委員会としては、スクリーニング項目の精選や、具体的な福祉部局との連携、効果

的な専門スタッフ等を含めた会議の在り方の好事例として参考になる取組であると考えま

す。 

今後、このスクリーニングシステムの特徴を踏まえ、各学校でのスクリーニングが効果的

に行われるよう、管理職や生徒指導担当者等に対し研修するとともに、専門スタッフの参加



が進むよう取り組んでまいります。 

②県内公立小中学校における家庭訪問の実施状況について 

県内の公立小中学校では、家庭訪問を年度初めや長期休業中に計画的に実施するとともに、

児童生徒の日々の状況に応じて随時実施しています。なお、昨年度、家庭訪問の期間を設定

し全員を対象に実施した学校は約６割です。 

教員が児童生徒の変化を逃さず捉え適切に対応するためには、日頃から保護者との信頼関

係を築いておくことが重要です。県教育委員会としては、家庭訪問や学校での個別面談など、

学校や地域の実情を踏まえ、保護者と面談する機会を充実すべきと考えています。 

③スクールソーシャルワーカーを活用する校内体制について 

スクールソーシャルワーカーは、福祉の専門家として、家庭や地域、市町村の福祉部局や

児童相談所などの関係機関と連携し、子供を取り巻く環境の改善に向けて支援する役割を担

っています。学校では、こうした児童生徒の対応において、スクールソーシャルワーカー 

を中心に、校内ケース会議で対象となる児童生徒の支援策を協議していますが、児童生徒と

その支援の状況を一元的に把握することや、校内ケース会議の日程を調整すること等につい

て、一層の工夫が必要であると認識しています。 

今後とも、各学校における生徒指導及び相談体制の充実が図られるよう、管理職や生徒指

導主事を対象とした研修会において、スクールソーシャルワーカーの効果的な活用事例を周

知してまいります。 

④LINEによる児童生徒の悩み相談窓口の利用状況と今後の取組方針について 

本県の LINE を活用した児童生徒の悩み相談窓口への相談件数は、昨年度 3, 336 件でし

た。これは、子供たちにとって LINE が身近で相談しやすいツールであり、相談窓口として

浸透した結果であると考えます。 

県教育委員会としては、引き続き、児童生徒の危機を早期に発見したり、回避したりする

ため、 LINE相談窓口の継続を含め、多様な相談窓口の提供に努めてまいります。 



⑤スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが保護者を支援する仕組みについ

て 

学校では、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが、児童生徒のみならず、

保護者からの相談を受けたり福祉的な助言をしたりするなど、保護者支援の役割も担ってい

ます。また、スクールソーシャルワーカーを活用して、不登校児童生徒を持つ保護者が悩み

を打ち明けたり、アドバイスを受けたりする集まりを実施している市町村があります。 

県教育委員会としては、このような保護者を支援する取組について、指導主事等研修会に

おいて周知し、保護者の悩みに寄り添った支援の充実を図ってまいります。 


